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歳
入
は
大
き
く「
自
主
財
源
」

と「
依
存
財
源
」の
二
つ
に
分
け

ら
れ
ま
す
。

　
「
自
主
財
源
」
と
は
、
町
が
自

主
的
に
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る

財
源
の
こ
と
で
す
。
町
の
主
要
な

財
源
の
一
つ
で
あ
る
町
税
を
は
じ

め
と
し
て
、
使
用
料
、
手
数
料
、

分
担
金
、
負
担
金
や
財
産
収
入
な

ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
主
要
な
財
源
の
一

つ
で
あ
る
町
税
は
17
億
６
１
２
１

万
４
千
円
（
前
年
度
比
８
２
９
万

７
千
円
の
減
）
で
歳
入
全
体
の

21
・
４
％
を
占
め
て
い
ま
す（
内

訳
は
上
の
表
の
と
お
り
）。
こ
の

ほ
か
、
財
政
調
整
基
金
な
ど
か
ら

の
繰
入
金
が
８
憶
１
５
０
６
万
８

千
円
（
前
年
度
比
５
億
９
１
９
万

９
千
円
の
増
）、
雑
収
入
な
ど
の

諸
収
入
が
２
億
３
５
４
３
万
１
千

円
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
は
前

年
と
同
額
な
ど
、
自
主
財
源
の
合

計
は
32
億
１
４
７
７
万
２
千
円
で
、

歳
入
全
体
の
39
・
１
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
「
依
存
財
源
」
と
は
、
国
や
県

か
ら
交
付
さ
れ
る
財
源
の
こ
と
で
、

地
方
交
付
税
、
国
庫
支
出
金
、
県

支
出
金
、
町
債
な
ど
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。

　

依
存
財
源
で
は
、
全
体
の
33
・

９
％
を
占
め
る
地
方
交
付
税
が
、

27
億
９
４
０
６
万
７
千
円（
前
年

度
比
４
７
０
５
万
９
千
円
の
減
）。

町
債
は
、
川
西
認
定
子
ど
も
園
整

備
事
業
な
ど
を
見
込
み
、
８
億

円
と
な
り
ま
し
た
（
前
年
度
比

４
９
２
０
万
円
の
増
）。

　

町
債
の
借
り
入
れ
に
当
た
っ
て

は
、
交
付
税
措
置
の
あ
る
有
利
な

も
の
を
選
ぶ
な
ど
、
負
担
が
軽
減

で
き
る
よ
う
に
努
め
ま
し
た
。国
・

県
の
負
担
金
、
補
助
金
や
地
方
消

費
税
交
付
金
な
ど
、
依
存
財
源
の

合
計
は
50
億
１
７
２
２
万
８
千
円

と
な
り
歳
入
全
体
の
60
・
９
％
を

占
め
て
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
厳
し
い
財
政
状
況

の
中
、
限
ら
れ
た
財
源
の
効
率
的

な
活
用
に
努
め
ま
す
。
行
財
政
改

革
の
推
進
に
よ
り
事
務
事
業
を
徹

底
的
に
見
直
し
、
経
費
の
節
減
・

合
理
化
を
進
め
る
一
方
、
重
点
施

策
を
選
別
し
て
編
成
し
ま
し
た
。

　

歳
出
の
17
・
１
％
を
占
め
る

総
務
費
は
、
町
の
全
般
的
な

管
理
な
ど
に
使
わ
れ
る
費
用
で
、

14
億
６
５
３
万
４
千
円
（
前
年
度

比
６
億
２
０
７
１
万
４
千
円
の

増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
に
続
く
の
が
、
社
会
福
祉

や
児
童
福
祉
な
ど
に
使
わ
れ
る

民
生
費
で
す
。
全
体
の
16
・
３
％
、

13
億
４
５
０
６
万
円
（
前
年
度
比

79
万
５
千
円
の
減
）
を
占
め
て
い

ま
す
。

　

そ
の
次
に
続
く
の
が
、
町
道
や

町
営
住
宅
の
整
備
・
管
理
、
除

雪
な
ど
に
使
わ
れ
る
土
木
費
で
、

全
体
の
16
・
０
％
、
予
算
額
は

13
億
１
６
１
９
万
７
千
円
（
前
年

度
比
３
１
３
０
万
３
千
円
の
減
）。

　

以
下
、
幼
稚
園
、
小
・
中
学

校
、
生
涯
学
習
や
ス
ポ
ー
ツ
振

興
な
ど
に
使
わ
れ
る
教
育
費
が
、

全
体
の
15
・
６
％
、
予
算
額
は

12
億
８
７
２
５
万
４
千
円
（
前
年

度
比
２
７
１
４
万
５
千
円
の
増
）。

借
入
金
償
還
の
た
め
の
公

債
費
が
全
体
の
11
・
７
％
、

９
億
６
２
１
６
万
８
千
円
（
前
年

度
比
１
７
８
９
万
９
千
円
の
減
）。

　

商
工
費
は
５
億
60
万
５
千
円

（
前
年
度
比
４
８
３
７
万
９
千
円

の
増
）。衛
生
費
は
４
億
７
９
０
８

万
６
千
円
（
前
年
度
比
３
７
７
９

万
４
千
円
の
減
）。
農
林
水
産
業

費
が
４
億
４
６
９
０
万
７
千
円

（
前
年
度
比
４
２
４
４
万
５
千
円

の
増
）な
ど
と
続
き
、
消
防
費
は

３
億
２
２
０
６
万
５
千
円
（
前
年

度
比
３
７
２
２
万
４
千
円
の
減
）。

議
会
費
は
１
億
１
０
２
９
万
円

（
前
年
度
比
９
０
７
万
円
の
減
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

25
年
度
の
主
な
事
業

　

本
年
度
中
に
実
施
す
る
主
な
事

業
を
紹
介
し
ま
す
。

▽
川
西
認
定
こ
ど
も
園
整
備
事
業

　
　
　

２
億
４
０
４
５
万
１
千
円

▽
防
災
行
政
無
線
更
新
事
業　

　
　
　
　
　
　

３
億
２
３
０
万
円

▽
旧
町
立
病
院
耐
震
改
修
事
業

　
　
　
　
　

１
億
６
２
９
３
万
円

▽
旧
吾
妻
第
二
小
学
校
屋
内
運
動

場
大
規
模
改
修
事
業

　
　
　
　
　
　

１
億
90
万
７
千
円

▽
道
の
駅
整
備
事
業

　
　
　
　
　

６
５
３
４
万
７
千
円

■平成 25年度予算

一般会計予算は

健
全
で
安
定
し
た
町
の
財
政
を
目
指
し
た
25
年
度
の
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
当
初
予
算
の
総
額
は
、
82
億
３
２
０
０
万
円
と
、
前
年
度
に
比
べ

６
億
３
２
０
０
万
円（
８
・
３
％
）増
加
し
て
い
ま
す
。

全
国
的
に
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
財
源
を
効
率
的

に
配
分
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
進
め
ま
す
。
25
年
度
予
算
の
あ
ら
ま
し
に
つ

い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

82 億 3,200 万円

一
般
会
計

   

歳
入

一
般
会
計

   

歳
出

町税
17億6,121万4千円
（21.4％）

地方交付税
27億9,406万7千円
（33.9％）

町債
8億円（9.7％）

繰入金
8億1,506万8千円
（9.9％）

諸収入
2億3,543万1千円
（2.9％）

繰越金
1億5,000万円
（1.8％）

県支出金
5億6,096万円（6.8％）

国庫支出金
5億8,515万3千円
（7.1％）

使用料及び手数料
分担金及び負担金
財産収入・寄付金
2億5,305万9千円
（3.1％）

地方消費税交付金・地方譲与税・自動車取得税交付金
地方特例交付金・ゴルフ場利用税交付金・利子割交付金
交通安全対策特別交付金・配当割交付金・株式等譲渡
所得割交付金
2億7,704万8千円（3.4％）

町税の内訳

対前年度比予 算 額

予 算 額区 分 予 算 額区 分

会 計 名

猪苗代地区財産区

翁 島 地 区 財 産 区

長 瀬 地 区 財 産 区

吾 妻 地 区 財 産 区

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

下 水 道 事 業

特定環境保全下水道事業

農業集落排水事業

簡 易 水 道 事 業

合　　　　　計

1,034万3千円

234万7千円

1,357万1千円

806万9千円

17億8,765万7千円

13億9,202万3千円

5億7,094万4千円

1億5,920万6千円

2億1,167万9千円

1億5,914万4千円

44億7,540万7千円

2億9,635万7千円
　　　　（対前年度比△0.2％）

2億9,076万7千円
（対前年度比△0.1％） 

6,523万8千円
（対前年度比△40.0％）

266万円
（対前年度比△11.3％）

38.4％

△9.3％

△40.1％

△2.4％

2.2％

後 期 高 齢 者 医 療 1億6,042万4千円

3.0％

△15.0％

9.9％

△26.6％

30.5％

△1.1％

収入

支出

収入

支出

収 

益 

的

資 

本 

的

※資本的収支の不足額6,257万8千円は、当年度分損益勘定留
保資金から補てんします。

水道事業会計予算

特別会計予算
議会費
1億1,029万円
（1.3％）

総務費
14億653万4千円
（17.1％）

民生費
13億4,506万円
（16.3％）

衛生費
4億7,908万6千円
（5.8％）

農林水産業費
4億4,690万7千円
（5.4％）

商工費
5億60万5千円
（6.1%）

土木費
13億1,619万7千円
（16.0％）

消防費
3億2,206万5千円
（3.9％）

教育費
12億8,725万4千円
（15.6％）

災害復旧費
2,583万4千円
（0.3％）

公債費
9億6,216万8千円
（11.7％）

予備費
3,000万円
（0.4％）

1.8％

区 分 予 算 額 対前年度比

町 民 税

固定資産税

軽自動車税

町たばこ税

特別土地保有税

入 湯 税

合　　計

5億3,195万1千円 2.8％

△5.3％

2.3％

21.5％

0％

54.8％

△0.5％

10億3,030万5千円

3,482万4千円

1億3,424万1千円

1万円

2,988万3千円

17億6,121万4千円

予 算 額区 分 予 算 額区 分

4,869万1千円
（前年度額 5,702万8千円）

5,193万1千円
（前年度額 6,135万2千円）

1億4,218万5千円
（同 1億6,218万6千円）

 536万円
  （同 1,397万4千円）

収入

支出

収入

支出

収 

益 

的

資 

本 

的

病院事業会計予算

※収益的収支の不足額324万円および資本的収支の不足額1億
3,682万5千円は、基金から補てんします。

自 主
財

源

依

存

財 源

歳入歳出


